
＜高付加価値型農業の実践を行っている事例＞

○「和から輪へ、守ろう豊かなこの大地！！」

１．集落協定の概要

新潟県長岡市一之貝市町村･協定名
ながおかしい ち のかい

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
97.3 水稲ha

交 付 金 額 個人配分 50 ％
2,037万円 農用地の維持管理 30 ％共同取組活動

集落マスタープランの将来像を実現する経費 15 ％（ ）50％
役員報酬・その他 5 ％

農業者 125 人、一之貝農業生産組合（構成員125人）協定参加者

２．取組に至る経緯

一之貝集落は、新潟県長岡市（旧栃尾市）の東山山麓にあり、集落は高齢化の進展と

後継者不足から、農地の荒廃は進行し集落活動は少なくなってきた状況にあった。

そこで、中山間地域等直接支払制度の第２期対策を契機に、集落では、営農維持を目

、 、的とした生産組織の設立 集落の活性化として高付加価値農業の推進や特産作物の栽培

都市との交流を行うことを目指し取り組んでいくこととした。

３．取組の内容

協定締結当初、地域では個々の取組として、特別栽培米やアイガモ農法による有機栽

培米等を新潟市内の実需者等に販売を行ったり、女性が共同で畑を借り入れてサトイモ

を生産し地元直売所等で販売するなど様々な活動が行われてきたが、集落全体の活動に

は至っていなかった。

しかし 近年は 中越大震災の復興活動でつながりのある千葉市高洲団地の住民や 地、 、 「

域づくりインターン事業」で２週間集落に滞在していた東京の大学生との農業体験を通

じた交流など、活発になってきた交流活動を通じて、共同で取り組む活動が増えたこと

により集落のまとまりが強くなり、個々に行われてきた活動を連携させて、集落全体で

総合的な「一之貝ブランド」を作り上げていこうと取り組んでいる。

また、集落の担い手である認定農業者や意欲的な兼業農家、定年退職者を中心に生産

組織を立ち上げ、高齢者等からの農地の受け入れを始めている。

さといもの収穫 稲刈り体験



［集落の将来像]
住民全員が参加する集落営農を目指すことにより、耕作放棄を防ぎ、農地の集積を進めるとともに、○
都市部との交流を行い、豊かな自然や安全な農産物の生産拡大をＰＲする。

［将来像を実現するための活動目標]
○生産組織育成による営農体制の整備
○都市との交流促進による集落活性化

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

田97.3ha 周辺林地の下草刈り 生産組織による共同生産農地の耕作・管理（ ）
（約1.5ha、年1回） （田の共同利用7.5ha（7.7％）

実施、目標23ha)個別対応・生産組織対応
共同対応

共同取組活動
水路・作業道の管理
・生コン舗装1,100m 景観作物作付け
・U字溝敷設400m ・コスモスを作付け 生産組織への農地集積
・ポリドカン敷設、周辺草刈 グリーン・ツーリズム (利用権設定及び農作業受委託

・林間学校受入 に係る説明会開催(年1回))

共同取組活動 共同取組活動
共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（年２回及び随時）

共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

豊かな自然を利用した安全な農産物の販売ルートは築くことができたが、未だに後

継者不足の課題は解決できていない。

また、都市部との交流により集落全体がまとまり活性化してきているが、交流活動

の継続に向けた受入体制づくりが課題となっている。

［平成21年度までの主な成果]
○ 農業機械（トラクター、田植機、乾燥機、調製機）の共同利用（当初0ha、目標23ha、H21実績7.5ha）
○ 生産組織の中心となる認定農業者の育成（当初2人、目標3人、実績5人）
○ 高付加価値農業の推進
・特別栽培米の作付けを推進（当初0.5ha、目標3ha、実績4.51ha）
・アイガモ農法（当初1ha、目標1ha、実績1.2ha）

○ 女性グループによる特産物
・ さといも」等生産（H21実績23a）「

○ 景観作物の作付け
・コスモス、ひまわりの栽培（H21実績 ）10a



＜機械・農作業の共同化を実施している事例＞

○「共同」で大きく開け、集落の未来
み ん な

１．集落協定の概要

市町村･協定名 新潟県柏 崎 市 高 柳 町 門出・田代
かしわざきしたかやなぎちよう かどいで・たしろ

協 定 面 積 田（92.7％） 畑（7.3％） 草地 採草放牧地
42.2ha 水稲 栗

交 付 金 額 個人配分 30％
732万円 共同取組活動 集落間協定協議会へ拠出 30％

70％ 農道水路管理・改良費 11％（ ）
土地改良費 10％
交流推進費 4％
農業振興費 3％
繰越・その他（会議事務等経費） 12％

協定参加者 農業者 87人、中部生産組合（構成員87人）

２．取組に至る経緯

隣接する２集落で協定を締結している当集落協定は、１期対策で農道・水路の補修・

改良などを中心に行ってきたが、２期対策ではそれらに加え、機械・農作業の共同化な

ど営農体制の整備を重点に取り組んでいくこととなった。また、地域資源を活用した都

市交流の充実も図っていくこととした。

３．取組の内容

地域には、全国棚田百選に選ばれた「大開の棚田」があるが、高齢化等により保全管

理水田が増えてきており、営農再編の検討を進めた結果、平成17年に若手の兼業農家が

「門出棚田愛農会」を結成し、保全管理となっていた棚田での米の作付けを開始した。

平成19年から、県の「中山間地域豊かな村づくり推進事業」を活用して、営農再編の

取組を加速した。具体的には、営農検討委員会を設置し、集落の意向調査や先進地調査

の結果等をもとに集落営農の提案・合意形成を図ってきた。その結果、平成21年７月に

「門出棚田愛農会」を母体とした「門出・田代営農組合」を設立し、門出集落と田代集

落に水田を所有している60名の農業者の参画により、農業機械の共同利用や農作業の共

同化を図っている。

また 「門出 「大開」という祝い事を連想する地名を活かし、結婚予定のカップルを、 」

対象とした「門出を祝う米づくり」と称した体験交流に取り組んでいる。

「門出・田代営農組合」設立総会 「門出を祝う米づくり」



［集落の将来像]
○農業機械の共同利用・農作業の共同化を行い、耕作放棄を防止している。
○地域資源を活用した都市交流に取り組んでいる。
○他集落と連携して、農業生産活動・多面的機能増進活動に取り組んでいる。

［将来像を実現するための活動目標]
○機械・農作業の共同化4.5ha以上
○農家民宿「門出かやぶきの里」などの地域資源を活かした都市交流の推進
○多面的機能の持続的発揮に向けた他集落との連携
［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田42.2ha 地域資源を活かした都市 機械・農作業の共同化（ ）
交流の実践 ・生産組織設立等による共同化

個別・生産組織対応 ・ 門出を祝う米づくり」 の推進「
による体験交流 （耕うん・代かき、田植え、

・農家民宿「門出かやぶ 稲刈り９ha実施 目標4.5ha)、
水路・農道の維持管理 きの里」宿泊客、棚田
（水路11km及び農道12km ボランティア、雪国ボ 共同取組活動
年２回清掃・草刈り） ランティア等との交流

共同取組活動 共同取組活動

景観作物の作付け 「門出棚田愛農会」の活動
・畦畔へのシバザクラの ・保全管理となっていた
定植 棚田での作付再開

共同取組活動 共同取組活動

集落外との連携
○集落を越えた営農体制の整備や都市交流等の取組に対応するため、高柳地域の11集
落協定で協定間協定を締結している。各集落協定から交付金の30％を拠出し、地域全
体での活動に充てる。

４．取組による変化と今後の課題等

法人化や、農産物の加工販売・特産化などによる「門出・田代営農組合」の経営体質

強化を図る。

「 」 。門出を祝う米づくり の取組を通じた交流人口の拡大と米の付加価値販売を進める

［平成21年度までの主な成果］
○ 継続的な営農体制の整備
・農業機械（トラクター、田植機、コンバイン）の共同利用による営農の効率化・低コスト化

（当初０ha、目標4.5ha、H21実績９ha）
○ 地域資源を活用した都市交流の推進
・ 門出を祝う米づくり」による体験交流の実施（結婚予定カップル１組と年８回の交流を実施）「

○ 多面的機能の持続的発揮に向けた他集落との連携
・高柳地域のすべての協定と連携した集落を越えた営農体制の整備や都市交流の実施



＜ＮＰＯ法人等の非農家等との連携を実施している事例＞

○学校教育との連携による文化の継承と町の活性化

１．集落協定の概要

市町村･協定名 新潟県 新発田市 上赤谷
し ば た し かみあかだに

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
26.5ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 50％
296万円 共同取組活動 農用地の維持管理 15％

（50％） 農業生産活動等の体制整備 14％
水路・農道の維持管理 9％
役員報酬等 6％
その他（事務費、積立） 6％

協定参加者 農業者 49人、非農業者 小学校1校

２．取組に至る経緯

当集落は、福島県境に近い新発田市の最東端に位置しており、過疎化、高齢化によ

る後継者不足が進行し、耕作放棄地の発生が懸念されていた。

そこで、当制度を契機に、集落一体となって支えあい、農用地の保全や水路・農道

の維持管理をはじめ、農作業の共同化による農業生産体制の整備や地元小学校との連

携に取り組むことで集落の活性化を図っていくこととした。

３．取組の内容

地元の小学校と連携して、学校田での稲作指導だけでなく、わら細工や郷土料理等

の指導を通じた地域文化の伝承を図っている。また、環境について学ぶ授業の一環と

して、集落と小学校が連携してビオトープの整備を行い、自然生態系の保全を図りホ

タルの生息数を増やすことなどに取り組んでいる。

農業生産体制の整備については、農用地の保全や水路・農道の維持管理をはじめ、

。防除作業にも共同で取り組み、集落が一体となって支えあう体制づくりを進めている

また、 年の歴史を持つ集落の伝統行事「どんづきまつり」や集落内の花壇を整備700
する活動等にも助成を行い、地域の活性化を図っている。

苗の手植えに挑戦 歴史あるどんづきまつり



［集落の将来像]
○高齢化してきた農家を農作業の受託組織により支えていく。
○併せて、都市部の消費者や集落外からの移住者と連携・交流し、棚田保全や遊休農地の発生防止と復
旧を図るとともに、猿の食被害を回避できる作物の導入を含めて特産品の開発と販売に取り組む。

［将来像を実現するための活動目標]
○農作業の共同化による農業生産体制の整備
○小学校との連携によりビオトープを整備し自然生態系の保全を図るとともに、郷土料理やわら細工
の活動を通じて、地域文化の伝承を図る。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 周辺林地の下草刈り 機械農作業の共同化
（田26.5ha） ・カメムシ防除作業を10ha（年2回）

(38％) 実施 、目標 2.7ha
共同取組活動・個別対応 共同取組活動・個別対応

共同取組活動

水路・作業道の管理 景観作物作付け
・水路10.9km、草刈り年2回 ・そばの作付け 0.1 自然生態系の保全に関する（ ）ha
定期的な点検・見回り ・フラワーロード整備 学校教育等との連携

・道路9.0km、年草刈り2回
定期的な点検・見回り 共同取組活動 共同取組活動

共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

集落の将来を担う児童が、農作業体験や郷土料理の伝承、自然環境の保全などを通

じて、自分たちが暮らす地域の魅力を再発見、再認識して愛着を深めることにもつな

がっている。

今後は、集落外からの観光客や移住者なども呼び込めるように、赤谷の魅力を広く

発信するとともに、そばのオーナー制度なども進め、集落の活性化につなげたい。

［平成21年度までの主な成果］
・機械・農作業の共同化により、営農の効率化・低コスト化が図られた（当初0ha、目標2.7ha、H21実績10ha）
・児童達との交流が楽しみの一つとなった（稲作指導等の学校行事に参加：年5回くらい）
・農地法面や水路、農道の補修が進んだ（7割程度補修済み）
・話合う機会が増え、集落の結びつきが強くなった（総会や取決め事項があるとき）



＜都市住民等との交流を実施している事例＞

○都市住民等との交流を通した集落活性化

１．集落協定の概要

新潟県小千谷市大字塩殿市町村･協定名
お ぢ や し おおあざしおどの

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
57.5 水稲ha

交 付 金 額 個人配分 50％
865万円 農道水路整備費・畦畔崩落防止整備 19％共同取組活動

機械・農作業の共同化 11％（ ）50％
地場産農産物等販売の直売所運営 3％
機械・施設整備のための積立 17％

農業者 89人、夢アグリ塩殿、水利組合 ２組合、農家組合 ３組合協定参加者

２．取組に至る経緯

当集落は、関越自動車道に隣接し利便性が高いところに立地しているが、高齢化が

進行し、それに伴う担い手不足、耕作放棄地の増加が深刻な問題となっていた。

そこで、当制度の取組をきっかけに集落農業のあり方を検討した結果、集落の

農業生産体制整備については生産組合の設立、集落活性化については、滞在型農

園（以下、クラインガルテン）や日帰型農園等を通じ、都市との交流を深めてい

くことを目指し取り組むこととした。

３．取組の内容

平成 年に集落の認定農業者を主な構成メンバーとした農業共同生産組合「夢17
アグリ塩殿」を設立し、地域の受け皿組織として主に兼業農家からの水稲の主要

作業（田植え、稲刈り等）を受託している。

平成 年に小千谷市の事業により集落にクラインガルテンと日帰り農園が完成19
し、施設利用者である都市住民への水稲・野菜栽培指導や簡易直売所での農産物販

売などの交流が行われている。また、これらの交流により地域が活性化するだけ

でなく、農家に農産物販売における消費者目線が備わってきており、陳列の改善

や地域ＰＲ等、品揃え・販売方法・宣伝方法において変化が表れている。

都市住民への農作業の指導 国道沿いに展開する農産物直売所



［集落の将来像]
○ 農業法人「夢アグリ塩殿」と兼業農家が役割を分担し安定した農業経営を推進する。
○ 農産物直売所の要望に応じた野菜・園芸との複合経営の農家を目指す。

［将来像を実現するための活動目標]
○ 農業機械の共同利用等により営農組織化に向けての共同取組活動を推進する。
○ 農産物直売所の整備を図り販売体制を確立する取組を推進する。
［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田57.5ha 周辺林地の下草刈り 機械農作業の共同化（ ）
（中越大地震災害の復旧） （約0.2ha、年1回） （コンバインの共同利用を

1ha実施、目標10ha)
個別対応・生産組織対応

共同取組活動
共同取組活動

水路・作業道の管理
・水路6.0km、年2回 景観作物作付け

清掃、草刈り （景観作物としてヒメ 認定農業者の育成
・道路8.8km、年2回草刈り イワダレソウを約0.2ha作付 （既1名、取組後に5名育成）

け）

共同取組活動 共同取組活動
共同取組活動

農地法面の定期的な点検
び随時）（年 回及1

直売活動農産物の
共同取組活動

共同取組活動

集落外との連携
○ 滞在型農園（クラインガルテン）に滞在する都市住民との協力体制が形成されること
により、農作業補助の手伝い等の交流が進展している。

４．取組による変化と今後の課題等

農業生産組合の立ち上げにより集落内に受け皿組織ができたため、兼業農家に

安心感が生まれている。また、クラインガルテン等をきっかけとした都市住民と

の交流により、集落内での話し合いの場が増え集落のまとまりが強くなってきて

いる。

、 、今後の課題としては 生産組織の法人化に向けた集落の合意形成を図ることと

農産物直売強化による個々の農家の収益増を図ることである。

［平成21年度までの主な成果］
○ 中越大震災からの、農地・農業用施設の完全復旧 (当初4.3ha、目標4.3ha、実績4.3ha)
○ 塩殿小学校との連携により、児童の農業体験及び自然生物の生態系学習を通年的に実施
○ 水田を貸与し水稲栽培を都市住民に指導、収穫までの体験実習を実施 (実績0.2ha）
○ 農産物直売所の野菜・園芸作物等の販売のため、休耕畑地が再び耕作地に復活 (実績1.5ha）



＜その他、取組に特徴のある事例＞

○ボランティアとの連携で集落の存続・活性化を目指す

１．集落協定の概要

市町村･協定名 新潟県十日町市 池 谷
とおかまちし いけたに

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
16.2ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 50％
337万円 共同取組活動 役員報酬 1％

50％ 農道・水路整備 36％（ ）
農用地の維持管理費 9％
会議・研修会費用等 4％

協定参加者 農業者 10人、(有)花水農産（構成員25人 、NGO法人JEN）

２．取組に至る経緯

当集落は、十日町市の市街地から北東約７㎞に位置し、谷が随所に深く入り込み、急

。 、 （ ）な斜面に住宅や農地が存在する 現在は ６戸の小規模・高齢化集落 うち非農家１戸

、 。 、 、であり 集落外から５戸が通い農業をしている そこで 集落内に残った農家を中心に

営農活動の維持と生活基盤の整備を目指し、集落協定を締結した。

３．取組の内容

、 、当集落は 平成16年の新潟県中越大震災で農地や農道・水路が大きな被害を受けたが

この地震がきっかけとなり、被災地の支援を行うNGO法人「JEN」の協力で、冬の雪降ろ

し作業支援から、農地の復興や農作業を手伝うボランティアとの連携が始まった。現在

、 。では農作業や集落内の共同作業だけでなく 体験農園や自然観察会なども実施している

さらに、ボランティアのために集落内の廃校を宿泊施設に改修し、長期間滞在できる体

制を整え交流を続けている。

また、隣接する入山集落との間に「地域おこし実行委員会」が結成され、ワークショ

ップ等を通じて海外の人も含めた都市住民との交流を深めており、地域の活性化につな

がっている。

、 、営農体制においては 第２期対策より集落外の生産法人が集落協定に加入したことで

機械・農作業共同化が図られ、高齢化等により個人の営農が困難になった場合は、作業

を委託できる体制が整備された。

ボランティアとのブナ林への道路整備 ボランティアとの雪降ろし



［集落の将来像]
○ 協定参加者間で助け合いながら、集落の存続と営農活動を営むことが前提であるが、将来的に営農が
困難になった場合は、集落外の担い手（生産法人等）に委託等をして農地を守る体制作りを目指す。

○ 集落にはブナ林等の豊かな自然もあり、NGO法人を介したボランティアとの連携が定着しつつあるこ
とから、都市住民が定住したくなるような地域づくりを目指す。

［将来像を実現するための活動目標]
○ 震災からの農地等の復旧 ・都市住民との交流 ・環境整備（農道・水路・ブナ林への道路）
○ 営農組織の育成（機械・農作業の共同化）
［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田16.2ha 周辺林地の下草刈り 機械農作業の共同化（ ）
（約0.1ha、年1回） ・コンバインの共同利用を5.1h

個別対応・法人対応 a（協定農用地面積の31％）
実施、目標1.62ha

共同取組活動
共同取組活動

水路・作業道の管理
・水路5.0km、年2回 景観作物の作付け

清掃、草刈り ・集落内にボランティア 多面的機能の発揮に係る取組
・道路6.0km、年2回 等と連携してサルビア、 ・NGO法人と連携して集落内に

簡易補修、草刈り ベゴニア、ヒマワリ等 ボランティアを募り、農作業
を約0.1ha作付け 体験、自然観察会、集落内の

共同作業などを実施
共同取組活動 共同取組活動 H21年度 延べ300人参加

農地法面の定期的な点検 共同取組活動
（随時）

個別対応

集落外との連携
○入山集落との間に「地域おこし実行委員会」を設立。都市住民とのワークショップ等を開催

４．取組による変化と今後の課題等

現在は交流をきっかけに「人が人を呼ぶ」状況となり 「地域おこし実行委員会」で、

ワークショップの開催や農作業体験などの交流事業を企画・実施している。

また、米の付加価値を高めるために直販にも取り組んでおり、こちらも口コミやイン

ターネット販売の効果で、需要に供給が間に合わない程になりつつある。

［平成21年度までの主な成果］
○ 機械・農作業の共同化（コンバインによる稲刈り （当初0ha、目標1.62ha、H21実績5.1ha））
○ NGO法人と連携して保全活動や自然観察会等の啓発イベントを実施

延べ参加者数（150名(H18)、150名(H19)、200名(H20)、300名(H21)）



＜都市住民等との交流を実施している事例＞

○小倉千枚田の復活に向けて

１．集落協定の概要

市町村･協定名 新潟県佐渡市小倉
さ ど し おぐら

協 定 面 積 田（90％） 畑（10％） 草地 採草放牧地
77.8ha 水稲 野菜

交 付 金 額 個人配分 52％
1,500万円 共同取組活動 水路・農道等の管理及び補修 26％

（48％） 多目的機能増進活動費等 9％
役員手当 4％
研修会、事務費等 9％

協定参加者 農業者 87 人

２．取組に至る経緯

本集落は、佐渡市東部（旧畑野町）の標高200～250ｍに位置し、周囲を山林に囲まれ

た自然豊かな中山間地域であるが、小区画、不整形で急斜面が多いため耕作条件は厳し

く、地滑り等の農地災害が多数発生する。

水稲と柿の複合経営が主体で兼業農家が大半を占めているが、集落人口の減少と農業

従事者の高齢化の進行により耕作放棄地の増加が懸念され始めたため、集落として農地

の維持管理を行おうとの合意の下、平成 年に協定を締結した。平成 年からは体制12 17
整備単価の交付を受け、活動の充実を図っている。

３．取組の内容

平成19年度から 「佐渡百選」にも選ばれている「小倉千枚田」と呼ばれる集落内の、

棚田の耕作放棄地を復元・整備する活動を行っている。この活動は、長年放棄されてき

た棚田を貴重な地域資源として農地に復元することによって、かつての美しい景観を復

活させるとともに耕作放棄地の解消を図ることを目的としている。

小倉地区の住民とＮＰＯ法人で構成する「小倉千枚田復活事業支援協議会」が中心と

なり、県や市の事業を活用しながらこれまでに田0.76ha、畑0.7haを耕作可能な状態に

復元した。復元した農地のうち、田0.76a、畑0.42haを中山間地域等直接支払制度の対

象農用地に含め、より一層の多面的機能の維持増進を図っている。

平成20年度から棚田オーナー制度を開始し、田オーナー及び畑利用者を島内外から募

集したところ16組の参加があった。平成21年度には41組まで増加し、田植・稲刈作業

を集落住民やボランティア（年間延べ353人が作業に参加）と一緒に体験して、地元集

落と交流を深めている。

小倉千枚田でのオーナーによる田植え ボランティアも多数参加した稲刈り



［集落の将来像]
○小倉ダム周辺等を中心に、景観に配慮した地域づくりを進め、農業による他地域との交流で得られた
絆を大切にし、自然の恵みを発信・体感できる集落を目指す。

［将来像を実現するための活動目標]
○都市等他地域や世代間の交流を推進し、農業を通じて集落全体の活性化に取り組める体制をつくる。
［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 景観作物作付け 認定農業者の育成
（田70.2ha、畑7.6ha） （畑の畦等にヒマワリ等 ・１名増加

を約0.1ha作付け）
個別対応

共同取組活動
共同取組活動

水路・作業道の管理
・水路管理 年2回
・道路管理 年10回 自然生態系の保全に関する学校
・農道の補修 教育等との連携

・地元小学校との連携
（コシヒカリ3aを栽培）

共同取組活動
共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（年２回及び随時）

共同取組活動

集落外との連携
○ボランティア、棚田オーナーと連携して耕作放棄地復旧作業、棚田維持管理作業を
実施する

４．取組による変化と今後の課題等

小倉千枚田復元の取組により、集落内での耕作放棄地に対する意識改革及び棚田景観

の素晴らしさを実感した。

、 。今後とも小倉千枚田の景観を保全していくため 集落として通年管理等を行っていく

また、農業ボランティアを活用して継続的な耕作管理を推進するとともに、島外の棚田

オーナーを多く募り、都市との交流を盛んにしていき、集落の活性化を図る。

［平成21年度までの主な成果］
○ 認定農業者等を中心とした営農体制の整備（目標1人、H21実績1人）
○ 小学校の学童等を対象に農業体験学習（田植、稲刈等）を開催
○ 小倉千枚田の維持管理（今後増加する千枚田の対象農用地の保全に努める）



＜都市住民等との交流を実施している事例＞

○多面的機能の発揮に向けた都市住民との交流

１．集落協定の概要

市町村･協定名 富山県富山市八尾町布谷
とやましやつおまちぬのたに

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
17.5ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 50％
315万円 共同取組活動 農道水路管理費等 4％

（50％） 共同利用機械購入費 26％
水路農道改修等整備費 11％
多面的機能増進活動費 9％

協定参加者 農業者27人、布谷営農組合（構成員24人 、NPO法人富山子ども遊ばせ隊）

２．取組に至る経緯

昭和55年に営農組合を設立し、オペレーターを中心に営農活動を行ってきたが、農業

者の高齢化により担い手の不足、耕作放棄地の増加、米価の低迷による農業所得の減少

等が深刻な問題になってきた。

平成12年より中山間地域等直接支払制度を活用し、共同防除を行うなどオペレーター

の労働の軽減を図り、高齢者にも取組みやすいものとした。

また、平成17年より基幹的農作業（3作業以上）の共同化に取組み、NPO法人や集落外

の住民との連携による体験農園やビオトープの設置など多面的機能増進活動に取組んで

いる。

３．取組の内容

耕起、代掻き、田植え、刈取作業までの協業機械の共同利用や効率的作業計画の策定

等による作業効率化を図り、労働時間の短縮と省力化に努めている。

また、山菜の栽培を通じ、都市住民（NPO法人富山子ども遊ばせ隊等）との交流を図

る体験農園やビオトープ（トンボの池）づくり、田植え稲刈り体験等を行い地域農業の

活性化を促進している。

田植え体験 稲刈り体験



［集落の将来像]
○農業者の高齢化や後継者不足が問題となっている中 「がんばれ布谷（のんたん 」をキャッチフレ、 ）
ーズに農業機械の共同化を進め農業の継続を図る。

［将来像を実現するための活動目標]
○農業機械の共同利用を進め、農業の継続を図る。集落外のNPO法人及び市民との連携により体験農園、
ビオトープなどの多面的機能増進活動に取り組む。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田17.5ha 市民農園の開設・運営、 機械農作業の共同化（ ）
ビオトープによるトンボ ・農地の計画的利用の促進によ
の池づくり（0.2ha） り、オペレーターの労働力の軽

営農組織 減と共同防除の推進
（目標11ha、H21実績11ha）

共同取組活動
共同取組活動

水路・農道の管理
・水路 年2回（4月、6月）

清掃、草刈り 多面的機能の持続的発揮に向け
・道路、年3回（4月、6月、9 た非農家・他集落等との連携
月）巡視、簡易補修、草刈り 野菜・山菜の栽培作業体験（NP

O法人富山子ども遊ばせ隊10数
共同取組活動 名、市民3家族、年3回）

共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

営農組合設立30年目となり、営農組合が中心となって集落営農に取り組んでおり

農業機械も計画的に整備されている。野菜や山菜を中心とした市民農園を開設・運営

することにより都市住民との交流が盛んになり地域が活性化した。

近年、役員等の高齢化が進む中で、厳しさを増す農業情勢に対応すべく、より効

率的な農業経営を行っていく必要がある。

［平成21年度までの主な成果］
○ 機械・農作業の共同化（当初11ha、目標11ha、実績11ha）
・基幹3作業以上の農業機械の共同利用の継続
・ラジコンヘリによる共同防除の徹底と高齢者への労働力の軽減の継続

○ 多面的機能の持続的な発揮に向けた都市住民等との連携
・体験農園参加者（20名(H19)、20名(H20)、20名(H21) 各年3回）



＜都市住民等との交流を実施している事例＞

○企業との連携により地域の森づくり・農業体験

１．集落協定の概要

市町村･協定名 富山県高岡市福岡町上野
たかおかしふくおかまちうわの

協 定 面 積 田（100 ％） 畑 草地 採草放牧地
7.4ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 0％
155 万円 共同取組活動 道・水路管理費 26 ％

100 ％ 農地管理費 46 ％（ ）
多面的機能増進活動費 10 ％
その他 18 ％

協定参加者 農業者 33 人、非農業者 1人

２．取組に至る経緯

上野集落は、高岡市南西部の小矢部市境に位置しています。年々、農業者の高齢化が進

、 、 。んでいたことから 農家人口減少や耕作放棄地の増加 里山の荒廃が懸念されていました

そこで、今後の農業を継続するに当たり、農業技術や集落の伝統文化を集落全体で次の

世代に継承していくこと、協働の意識を向上させることを目指し、集落協定を締結しまし

た。また、県内企業３社と連携して、富山県主唱の「企業の森づくり」活動に取り組み、

里山から農地までを一体として維持・保全に努めることになりました。

３．取組の内容

集落総出による水路・道路の清掃や草刈り、農地法面の定期的な点検等を行うことで、

地域の農業を守っています。

また、集落の活性化を図るには、都市住民等とのふれあい・交流が有効であるとの思い

から、体験農園を整備し、上野集落の里山で「企業の森づくり」活動を行っている県内企

業の社員や家族とともに 「さつまいも」の植え付けや収穫体験を行い、地域の森づくり、

から農業体験まで、幅広く連携した活動をしています。

さらに、地元の福岡小学校の授業の一環として、児童とともに「さつまいも」の植え付

けや収穫体験を行い、子供たちの農業への理解を深める活動もしています。

集落総出の草刈り さつまいも植付体験



［集落の将来像]
○元気で仲良く上野集落の田舎を守ろう！そして素敵な田舎に発展！！
・耕作放棄防止や水路、農道等の維持管理を集落全体で実施していけるよう自治会活動の中に取り込
み運営していく。

・体験農園等の活動を通じて、素敵な田舎としてみんなで体感できる集落をめざす。

［将来像を実現するための活動目標]
○集落全体での農道・水路の管理や農業機械の共同利用の促進、体験農園の運営を通じた企業や小学生
との交流を通じて、農地の保全と集落の活性化を図る。
［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田 7.4ha 周辺林地の下草刈り 機械農作業の共同化（ ）
（約 0.6ha、年 1回以上） （田の耕起及び代かきの共同化

個別対応 共同取組活動 を 1.6ha（22 ％）実施、目標 0.
共同取組活動 8ha)

共同取組活動
水路・作業道の管理 体験農園の運営
・水路 5.6 ㎞、年 2回 （さつまいもの植付・収
清掃、草刈り 穫体験 0.4ha）

・道路 1.6 ㎞、年 2回
草刈り 共同取組活動
共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（年１回以上）

共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

集落の農業従事者の高齢化が進んでいるにもかかわらず、集落が結束して活動を行うこ

とにより、地域の農業が守られています。また、里山整備から体験農園におけるさつまい

もづくりまで、地元小学生や「企業の森づくり」活動を行っている県内企業の社員・家族

との幅広く連携した交流活動により、地域への愛着が湧き、共同作業への参加者が増えて

きています。

一方、農業従事者の減少が予想される中で、将来にわたって持続的な農業生産活動を行

っていくためには、関係者がより一層団結し、協力していくことが必要となっています。

［平成 21 年度までの主な成果］

○ 機械農作業の共同化の推進 田耕起、代かきの共同化（当初 0ha、目標 0.8ha、H21 実績 1.6ha）

○ 体験農園の運営

「企業の森づくり」活動を行っている県内企業３社の社員や家族を対象にしたさつまいもづくり体験

地元の小学生を対象にしたさつまいもづくりの体験実習（H21 実績 0.4ha）



＜他集落との連携、高齢農家等への支援を実施している事例＞

○小菅沼ヤギの杜

１．集落協定の概要

市町村･協定名 富山県魚津市小菅沼
うお づ し こすがぬま

協 定 面 積 田（99.5％） 畑（0.5％） 草地 採草放牧地
11ha 水稲 そば等

交 付 金 額 個人配分 50％
225万円 共同取組活動 修繕費 35％

（50％） 共同機械購入 25％
草刈・江ざらい 20％
水路農道維持管理費 5％
その他（事務費・役員報酬等） 15％

協定参加者 農業者12人、やまびこ営農組合（構成員31人）

２．取組に至る経緯

小菅沼集落は、市街地から最も離れた集落の一つである。農業従事者の高齢化に加

え、居住拠点を街部へ移す者も多く、農業生産活動の維持に厳しい問題を抱えている。

このままでは、耕作放棄地の発生・拡大が懸念されたことから、集落内での話合い

の結果、平成１７年度に協定を締結し、共同作業の実施や集落機能の維持・活性化を

図っている。また、魚津市中山間地域連絡協議会と連携し、他集落の農業者とともに、

本集落の持つ多面的機能の確保に取組んでいる。

３．取組の内容

現在の取り組みとして、農地・法面の草刈りや水路の江ざらい、農業施設の軽微な

補修を行っている。また、基幹的農作業の共同化によりコストの削減を図ったり、農

地法面へのヤギの放牧を通して、ヤギによる「舌草刈り」や猿害対策、地元児童との

交流を行っている。更に、魚津市中山間地域連絡協議会と連携し、他集落の農業者と

ともに、景観作物であるひまわりの種まきから収穫まで一連の作業を通し、耕作放棄

地発生防止に取り組むことにより、お互いに連帯感が芽生え、地域の活性化に繋がっ

ている。

ヤギを介した地元小学生との交流 水路の補修・江ざらい等



［集落の将来像]
「将来に残せる元気集落をめざして」をテーマに、現在集落内に存在するやまびこ営農組合を中心に
作業の共同化を進め、農用地においては集積100％を目指してコストの削減を図る。

［将来像を実現するための活動目標]
協定関係者が一致協力して協定内容に従って農用地を管理する。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理（田11ha） 周辺林地の下草刈り 担い手集積化
（約0.5ha、年3回） （集落の営農組合に協定農用地

個別対応 の90％を集積。目標現状維持)
個別対応

共同取組活動

水路・作業道の管理
・水路5.0km、年2回 景観作物作付け
清掃、草刈 （景観作物としてひまわり

・道路5.0km、年3回 を約0.2ha作付けた。）
草刈り

共同取組活動
共同取組活動

農地法面の定期的な点検
（年3回及び随時）

共同取組活動

集落外との連携
○耕作放棄地の活用にあたっては、魚津市中山間地域連絡協議会（市内23の協定集落及
び関係団体で構成）と連携し集落外農家が作業に参加し共同作業を行っている。

４．取組による変化と今後の課題等

集落に人が多く訪れるようになり、集落にも元気が出てきた。来客者用のゲストハ

ウス「ふれあい館」の完成により、集落外との交流がさらに期待できる。

今後は、集落の現状を把握しつつ先進地の取り組みなどを参考にしながら、魚津市

中山間地域連絡協議会と連携し、集落の活性化に努めていきたい。

［平成21年度までの主な成果］
○集落営農組織への農地利用集積（当初10ha、目標10～11ha、H21実績10ha）
○耕作放棄地の解消（H20年度、0.3ha実施）
○景観作物の作付け（復旧した耕作放棄地にひまわりの植栽。H21年度実績0.2ha）



＜地場産農産物の加工・販売を実施している事例＞

○はさがけ米、うど等の販売による集落の活性化

１ 集落協定の概要.

市町村･協定名 富山県氷見市坪 池
ひ み し つぼいけ

草地 採草放牧地協 定 面 積 田(100％) 畑
14.9 ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 30％
304万円 共同取組活動 役員報酬、事務費等 8％

（70％） 共同草刈り作業（農道水路 、水路土砂上げ補修 15％）
農道整備、農道簡易舗装 47％

協 定 参 加 者 農業者20人、非農業者3人

２．取組に至る経緯

坪池集落は、氷見市の市街地から約 ｋ 西南方向の石川県境に位置しています。20 m
集落の戸数は 戸で、農業従事者の高齢化も進み労働力が年々減少しているため、農31
業の継続や農地の荒廃が心配されました。

そのため、個人での農業から、水路、農道等の共同保全活動や共同機械による共同作業

化への道を模索していたところ、この制度の始まりを契機に集落協定を結びました。

３．取組の内容

当地区は標高 ｍ～ ｍに位置する棚田地域で昼と夜の寒暖の差が大きいため、美250 400
味しいお米が育ちます また 坪池地区の棚田は上流に人家がなく 能登半島最高峰の宝達。 、 、

ほうだつ

山から流れてくる自然の湧き水と、豊富な栄養を含んだ豊かな土でお米を育てています。

坪池の美味しいお米の中でも、特に好評なのが「坪池の別倉米 。これは、農家みんな」
べつくらまい

の共同作業により、田植えから稲刈り、はさがけ（天日干し 、脱穀と昔ながらの手作業）

で作っています。この様に手作業で丁寧に作られた米は、稲穂全体が熟成し旨味が増して

おり ”他の米とは別の倉に入れる”ほど美味しいものとなっています。この「坪池の別、

、 。倉米」を東京で自ら販売したところ 「極上の味で格段に美味しい」と評判になりました

また 農家と非農家との共同により、耕作放棄地にうど・みょうが等を作付しています。、

これを、時節の山菜と一緒に公民館横で直売し、好評を得ています。

このように、本地区では、共同での農作業に加え、共同での販売も行っています。

東京で「別倉米」を自ら販売「別倉米」の稲刈り



［集落の将来像］
宝達山からの清水と微生物の豊富な栄養を含んだ豊かな土で稲を育て、購入者の皆様方にとって、生

産者の顔の見える安全安心の米作りをめざす。
また、集落の活性化を進め、米を作るだけでなく、氷見海岸を一望できる優れて美しい景観「坪池の

棚田」を守ろう！（田の面積と土手の面積が同じくらいの所が沢山有るため、米作りには労力がかかり
ますが、その代わりに棚田景観は見事なものとなっています）

［将来像を実現するための活動目標］
（ ） 、東京有楽町いきいき富山館でのはさがけ米の試食発売 平成20年12月 平成21年11月 を今後も続け

販路拡大を図る。また、地区公民館を利用した直売所で地産の農作物、山菜の販売を継続する。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理(田14.9ha) 溜池3ヶ所草刈り(0.2ha) 非農家との連携による共同作業
（水路、農道等の管理、直売）

個別対応 共同取組活動 共同取組活動
共同取組活動

水路・作業道の管理 周辺林地の下草刈り 機械・農作業の共同化
・水路3km、年4回 （0.5ha 年1回） ・機械共同利用（8ha）

清掃、草刈り 共同取組活動 ・共同防除（14ha）
・農道3km、年3回 草刈り 共同取組活動
・農道の舗装1.5km

共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

農作業は、トラクターの共同使用など、これまで個人で行ってきた作業を共同で行うこ

とにより効率化しました。

また、本地区のほ場整備の行われていない農地では、農道も未舗装で狭く、農作業を行

うには危険な状況となっていました。そこで、共同取り組みにより、これらの農道の舗装

を行い、効率化・安全化を図っています。

一方、集落では40年前、38年前に火災が発生した際に、ため池の水を防火水として使用

し消火に当たりました。このため、集落の３ヶ所の溜池は、農業にとってだけでなく農村

の生活を守っていくためにも大変重要な財産となっています。

このように、協定農地の保全、防火という共通の課題により溜池・農道・用水路の整備、

草刈り等に集落住民の共同でやろうという意識の高まりが見られる様になっています。

今後は、これらの意識の高まりを活かし 「坪池の別倉米」など、坪池ならではの農業、

を行っていきたいと考えています。

［平成21年度までの主な成果］

○機械農作業の共同化の推進 共同トラクターでの田耕起等8ha実施（当初0ha、目標3.0ha）

共同防除14ha実施（当初0ha、目標3.0ha）

○非農業者と連携した一体的活動 農道、水路の補修、草刈りなど

○農道の簡易コンクリート舗装 1.5km完成(～H21年度)

○地場産農産物の販売 坪池の別倉米、うど、みょうが等の販売



＜地場産農産物の加工・販売を実施している事例＞

○復元耕作放棄地を利用した地場産農産物の販売

１．集落協定の概要

市町村･協定名 富山県小矢部市屋波牧
お や べ し やなみまき

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
5.4ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 20％
95万円 共同取組活動 農道、水路等維持管理費 15％

（80％） 農地管理費 60％
その他 5％

協定参加者 農業者11人、屋波牧生産組合(構成員1名)

２．取組に至る経緯

屋波牧集落は、小矢部市の北西部に位置する標高100ｍ程の中山間地域であり、急傾斜

地の僅かな田畑と山林を生産活動の場としてきました。昭和30年頃には戸数は10戸で40名

程の住人が生活する山村でしたが、平成5年には戸数は6戸で僅か8名の住人となり、集落

は崩壊寸前の状態になりました。

農家人口の減少に伴って耕作放棄地が増えていく中、直接支払制度が創設され、これを機

に 「先ずは耕作放棄田の草だけでも刈ろう」と、集落外居住者も参加しての取り組みが始、

まりました。寄って話すうちに、この集落をどうしていくのかが話題になり「農業生産条件

は良くないが眺めは良い。良いところを生かし楽しめる村づくりをやろう」と意見がまとま

りました。そこで 「大きなクロ（畦畔 」を利用して桜と紫陽花を植え、耕作放棄の復元田、 ）

でさつまいもの栽培を始めました。

３．取組の内容

ため池や導水路等の維持管理（江浚い、草刈り 「一斉草刈りの日」を設けて畔草刈り）、

を行っています。また、平成14年から赤カブの栽培を始め、農業祭等で販売しています。

この赤カブは農業祭で何度も表彰を受け、消費者からはとても美味しいと評判になりまし

た。今では、耕作放棄田を利用しての生産に加え、加工も行うようになりました。この他

にも、学校給食にサツマイモやジャガイモ等の食材を提供している縁により、学童が自ら

食べる食材を自ら作るといった食育＋農業の体験学習を行っています。

小学生による農業体験 赤カブの販売



［集落の将来像]
急傾斜地を活かした農産物の生産・加工・販売を拡大し、癒しの農山村を創造する。
①農地の管理は、集落協定者を中心に構成する「農地共同管理組合」が行う。
②農産物等の加工販売をおこなう。
③癒しの空間づくりを進める。

［将来像を実現するための活動目標]
○まだある耕作放棄の田及び畑の復元と果樹栽培の取組
○狭小急傾斜地ほ場に適した作物の栽培・加工・販売・地産地消の拡大

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田5.4ha 周辺林地の下草刈 非農家との連携による共同作業（ ）
・一斉畦草刈り(年4回) (0.3ha 年2回) （水路、農道等の管理）
・法面等の定期点検(年2回)

共同取組活動 共同取組活動
個別対応・共同取組活動

景観作物作付 機械・農作業の共同化
ため池・水路・作業道の管理 ・遊休田等ソバ作付 ・機械の共同利用を3.9ha(72
・ため池3箇所 年1回草刈 (1.4ha) ％)実施、目標1.5ha
・水路2.8km 清掃年1回 ・紫陽花等の植付、管理

草刈年2回 共同取組活動
・農道0.7km 年2回 草刈

共同取組活動
共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

集落協定を締結するまでは、農地の管理は所有者任せであったため、後継者がいなくな

た農家の農地は荒れて行くだけであった。しかしながら、直接支払制度の創設により集落

協定を締結してからは、個人の農地から地域の農地へとみんなの意識が変わり、共同で農

地管理するようになりました。

また、赤カブやさつまいもなどの生産から加工、販売までを共同で行い、これが良好な

売れ行きを見せたことから、多様な畑作物の生産に取り組むようになり、耕作放棄地を復

元するなど、農地の有効利用を図ることができました。

このように、共同活動に取り組むなかで共同意識が強くなり、結果として、様々なこと

に取り組むようになりました。現在、後を継ぐ若者を確保出来る見込みは小さく、後継者

の不在が最大の課題ではあるものの、将来のビジョンを描き、少しでも実現に向けた取り

、 、組みを継続することが重要であることから 新商品を開発して少しでも収益の向上を図り

今後の集落の活性化につなげたいと考えています。

［平成21年度までの主な成果］
（ 、 、 ）○機械農作業の共同化の推進 共同トラクターでの田耕起等実施 当初0ha 目標1.5ha H21年実績3.9ha

（ ）○非農業者と連携した一体的活動 非農業者2名と連携して農道や水路の草刈りなどを実施 H21年実績0.3ha
○地場産農産物の加工、販売 耕作放棄地を復元し、赤カブ漬け、赤カブ、さつまいも等の販売
○景観作物の植付 花木の植栽による「癒しの農山村」の形成(H21年実績1.4ha)



＜担い手への農地集積等を実施している事例＞

○農業公社を核とした取り組み

１．集落協定の概要

富山県南砺市利賀市町村･協定名
な ん と し と が

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
ha 水稲57

交 付 金 額 個人配分 ％50
706 役員報酬 0％万円 共同取組活動

50 農道・水路整備費 0％（ ％）
多面的機能増進活動費 0％
その他（農業公社機械購入等活動） 50％

農業者 133人、その他 1組織協定参加者

２．取組に至る経緯

本地域は、小規模な集落が点在している山村地域で、高齢化と後継者不足が進んでいるこ

とから、地域内の農用地をどのように維持していくかが課題となっていた。

そのような中で、平成12年度より始まった本制度を活用し、耕作放棄地の発生防止及び減

少に努めてきた。

しかし、それぞれの集落で対応することには限界があり、農業の活性化を地域全体の問題

としてとらえた方がよいという気運の高まりや、本制度を通じて地域住民の農地保全への意

識も高まり、平成12年7月に農業公社を設立し、平成17年度からの今期対策では、地域一円で

集落協定を締結し、交付金の半分を共同取組として農業公社の活動費に充て取組んでいる。

３．取組の内容

農家の自主性を重視しつつも地域農業の核となるべく設立された農業公社により、農家

の将来への不安が減少するとともに農業生産の維持・拡大を図る事ができ、村の活力維持

に繋がっている。また、平成13年度より始まり定着化した「そばオーナー農園事業」のよ

うに地域住民と都市住民とが一丸となって耕作放棄田を復旧する事業を推進している。

そばオーナー農園事業取組 水路の江浚



［集落の将来像]
○核となる集積対象者（利賀村農業公社）への農作業の集積。
○イベントによる都市との交流。

［将来像を実現するための活動目標]
○核となる集積対象者（利賀村農業公社）への農作業の集積。
○そばオーナー農園事業の展開による都市との交流、特産ブランド振興等の地域PR。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

（田57ha） 担い手への農作業の委託農地の耕作・管理 きゅう肥の施肥
（農業公社に3作業 19.5ha）（5.5ha）

個別対応＋共同取組活動
農業公社への基幹作業委託 共同取組活動 共同取組活動（ ）

水路・作業道の管理 その他の活動
・水路 年2回

清掃、草刈り そばオーナー農園事業
・道路 年2回 (平成13年度より開始）

簡易補修、草刈り
共同取組活動＋地域一体

共同取組活動

農地法面の定期的な点検

共同取組活動

集落外との連携
○「みんなで農作業の日」iｎ五箇山実行委員会を組織する行政、農協、NPO法人等と連
携し地域の活性化を推進する。

４．取組による変化と今後の課題等

地域住民の農地保全への気運が下降しないためにも、農業公社による作業受託や関係機関

・団体との連携強化等を推進し、地域単位の営農体制の安定及び発展を図ることが必要であ

る。

［平成21年度までの主な成果］
○そばオーナー農園事業による地域の活性化
平成21年度参加者107名

○担い手集積化（当初12.4ha、目標18ha、H21実績19.5ha）



＜都市住民等との交流を実施している事例＞

○湧き水（霊水）と棚田オーナーを活かした地域づくり

１．集落協定の概要

市町村･協定名 石川県七尾市 中島町藤瀬
ななおし なかじままちふじのせ

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
9.2ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 0％
192万円 共同取組活動 集落担当者活動経費 5％

100％ 農道・水路整備費 95％（ ）H12～ （ ）
（藤瀬集落及び藤瀬霊水公園管理組合）協定参加者 農業者 38人

２．取組に至る経緯

当集落は、市の北部山間地域に位置し、農業が主体で高齢者が多く、過疎化の著しい

集落であるが、集落の中ほどから山間奥地に湧き出る水が 「病が治る霊水」として知、

れわたることをきっかけに、平成７年度に事業として湧き水を核とした農村公園を整備

するとともに、維持管理を行なう「藤瀬霊水公園管理組合」を組織した。

平成１０年度には、山里の景観維持と農地の有効利用を図るため 「ふるさと農園」、

として整備し、米、あわ、きび、そば、豆類や野菜・果樹などを栽培する生産農園や、

棚田オーナー制度による都市住民と共同で農産物栽培するふれあい農園として、農地の

活用を図っている。

また、生産された農産物は、直営の農産物販売所に即売すると同時に、各地域の農家

の自家野菜や山菜を年間通して販売し、地域高齢者の生きがいと野菜の生産意欲を高め

ており、地域農家の活性化に向けて着実に成果を上げている。

こういった活動が評価され、平成１９年には、全国各地の地域づくりに取り組む団体

を対象に、個性豊かな発想を活かし、魅力あふれる地域づくりを推進して顕著な功績を

納めた団体に表彰される「地域づくり総務大臣表彰」を受賞している。

３．取組の内容

当集落では、中山間地域等直接支払交付金を活用して、棚田オーナー制度の運営や農

産物販売をしていくための農園全体の維持管理整備等に充てており、農産物販売やオー

ナー会員料の収入があるものの、長大な法面が拡がる急傾斜地等の生産条件の厳しい農

地での維持管理を考えると、直接支払交付金は無くてはならないものとなっている。

集落協定においては、認定農業者の育成と棚田オーナー制度による都市住民等との交

流を掲げ、また、将来の営農を考え、先進地視察等を行っている。

棚田オーナー制度の田 棚田オーナーの作業場



［集落の将来像］
集落の大切な農地、自然を守るべく、聚落全体で今後の営農のあるべき姿を全員で考え、農地の集積

化や担い手の育成等を図り、将来の集落営農化に向けた取組を推進する。

［将来像を実現するための活動目標]
○ 認定農業者の育成、及び当該集積対象者への農用地の集積を図る。
○ 棚田オーナー制度を活用し、都市部住民との交流を図る。

［活 動 内 容］
農業生産活動 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田9.2ha 周辺林地の下刈り 認定農業者の育成（ ）
（目標1名、実績1名）

共同取組活動
共同取組活動 共同取組活動

水路、作業道の管理
・水路50m 保健休養機能を活かした都市住

清掃、草刈り 民等との交流
・道路100m 農地法面の定期的な点検 ・棚田オーナー制度の実施

（ ）草刈り （随時） 4.8ha

共同取組活動 共同取組活動 共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

地域資源となる霊水を活用し、棚田オーナー制度での都市住民交流を図りながら、集

落周辺において、担い手が不足し、限界集落となっていることも考え、地域全体の活性

化を目標に活動していきたいと考えている。

［平成21年度までの主な成果]
○ 認定農業者の育成（H20実績1名）
○ 保健休養機能を活かした都市住民等との交流
・棚田オーナー制度の実施（4.8ha、10名）



＜新規就農者の確保又は認定農業者の育成を実施している事例＞

○新規認定農業者の育成

１．集落協定の概要

市町村･協定名 石川県加賀市高尾
か が し たかお

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
6.0ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 48.0％
125万円 共同取組活動 農道整備、水路改修等 42.0％

(52.0％ 水路維持、農道維持、多面的機能維持活動 9.0％）
事務費等 1.0％

協定参加者 農業者 12人、農業生産法人 1組織

２．取組に至る経緯

当集落は、水稲を中心とした兼業農家が大半を占め、高齢化が進む状況の中、今後

の耕作継続を懸念する農家が多い。

このため、耕作放棄地の発生を防止するため、担い手への集積を促進するするとと

もに、非農家も含めて集落全体で農道・水路の維持管理に取組み、水田の有効活用を

図っていく体制を構築することとした。

３．取組の内容

当集落では、集落の水田は集落の農家全体で支えることを目的に、新たに認定農業

者を１名育成し２名体制とすることにより、耕作放棄地の発生防止と集積促進を確立

している。また、併せて非農家との連携による集落全体での畦畦の草刈りや農道の砂

利補修などの作業を通じて耕作放棄地の発生防止を図ったり、水路、農道の管理を行

っている。

畦畔の草刈作業 集落全体での作業、管理



［集落の将来像］
○水路・農道の管理など共同作業は全戸で行い、集落の水田は集落全体で支える体制を確立し、また数
戸の農家に稲作を集中し、担い手（認定農業者等）に対して農地の利用集積の拡大を推進する。

［将来像を実現するための活動目標］
○ 水路、農道の補修・改良工事の実施。
○ 非農家と協力し、下草刈り等の共同作業を実施する。
○ 新規認定農業者の育成。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 田6.0ha 周辺林地の下草刈り 認定農業者の育成（ ）
（年１回） （新規認定農業者１名）

個別対応
共同取組活動 個別対応

水路、農道の管理
・水路 年２回 清掃、草刈 多面的機能の持続的発揮に向け
・農道 年２回 補修、草刈 た非農家・他集落等との連携

（集落全体での作業、管理）

共同取組活動
共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

現在、新たな担い手等（認定農業者等）の育成又は非農家との連携により、高齢化

が進んではいるが、耕作放棄地は発生していない。この交付金を利用して行ってきた

農道・水路等の施設保全や機械等の整備により、高齢で耕作が困難になった場合でも

集落全体で支える体制ができつつある。今後もこれまで築きあげてきた体制をより強

固なものとし、確立していきたい。

［平成21年度までの主な成果]
○ 新規認定農業者の育成（当初 １人、目標 新たに１人、H21現在までの実績２人）
○ 非農家との連携により持続的な体制整備の確立
○ 農道の舗装、水路の修繕



＜機械・農作業の共同化を実施している事例＞

○機械・倉庫の購入による農業者の負担軽減

１．集落協定の概要

市町村･協定名 石川県羽咋市 白石
は く い し しらいし

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
30.0 水稲ha

交 付 金 額 個人配分 50％
419 共同取組活動 集落の担当者の活動に対する経費 2％万円

（50％） 鳥獣害防止対策、水路、農道等維持管理人件費 11％
農用地の維持・管理活動を行う者に対する経費 3％
用水改修工事負担金・倉庫購入費 34％

協定参加者 農業者27人、生産組織1組合、非農業者4人

２．取組に至る経緯

白石集落は羽咋市の東に位置し、富山県氷見市との県境である神子原町に比べるとや

や標高が低い場所に位置しており、圃場は急斜面と緩斜面とで構成されております。近

年、農作業は機械化が進んできましたが、中山間地の畦や法面の除草は最も辛い重労働

。 。となっております 当地区は種子生産地として年間7～8回の除草作業を行ってきました

また、圃場整備後40数年が経過し、農業用施設の老朽化による維持管理費の増大、農業

用機械の大型化による経費の出費がかさむ等、営農状況が厳しい状況になっています。

このような状況の中、白瀬町・上白瀬町の２町が白石集落として協定に参加することに

なりました。優良水稲種子の生産には、共同で農作業を行うことが最も重要な要件であ

り、直接支払制度は、両町会の運営、個人の営農等を助成する有効な制度であることを

理解し、農家の合意が円滑に行われ、協定の協力体制が容易に得られました。

３．取組の内容

1期の共同取組に、中古バックホウを購入し、農地の乾田化対策、農業用施設の維持

・修繕を最優先に、集落の災害復旧、除雪対策等民生安定に向け、年間フル活用してい

ます。また、休耕田を始め、農道等の除草を目的にトラクターと、その後に取り付ける

大型草刈り機を購入し、全農家に貸し出し、農地、農業用施設の保全に努めています。

撤去前 撤去後



［集落の将来像]
今後も少子高齢化、離農者の増加は避けることができないと思われるが、当協定を活用しながら、高

齢者や若者の負担が少ない集落営農の設立に向けた検討を考えている。更に高齢化、離農が進むとすれ
ば，ＪＡ等で行っている部分作業委託に頼らざるを得ないことも想定されます。

［将来像を実現するための活動目標]
機械施設の共同利用による必要経費の削減、部分作業受託による高齢者の営農継続の促進、農地利用
集積による認定農業者の育成、高付加価値産物の開発・生産による農業振興を図る。

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 認定農業者の育成周辺林地の下草刈り
（田30ha） （年1回） （5名育成)

個別対応 個別対応 共同取組活動

水路・作業道の管理 農業用施設の見回り 非農家との連携
・水路年2回清掃、草刈り （年1回） （非農家4名と草刈などの共
・農道年2回草刈り 同活動を実施）

共同取組活動
共同取組活動 共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

これまで、多くの用水路改修工事をはじめ、農道舗装工事を行ってきました。これら

の地元負担軽減や、ＪＡ倉庫の共同購入に対する助成・大型機械の導入による町会の年

間維持管理費（万雑）軽減等を毎年、集落の初総会で発表することで、非農家を含む町

民の協定に対する意識の変化が出ている。特に、中古バックホウの購入助成は早急な対

応が求められる除雪、災害や農道水路の修繕等重宝され、非農家から制度の再認識が起

きています。今後の課題には、少子高齢化、離農者の減少に向けて、集落営農の設立等

あげられますが、農機具が比較的新しいのと、認定農業者の誕生によってそれぞれの利

害関係があり、早急な設立には無理が生じる状況であります。当面はそれぞれの営農が

容易となる農地の流動化に取り組むべきと考えています。

［平成21年度までの主な成果］
○平成13年度に購入した中古バックホウを有効に活用する取組がなされてきた
○トラクター・大型草刈り機の購入による休耕田・農道等の除草作業の省力化
○購入した大型機械並びに個々の乗用農機具の保管・町会の資材の保管を目的にしたＪＡ倉庫の購入
○農業用水路の改修工事の地元負担の軽減
○農道舗装工事の地元負担軽減




